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（単位：千円）

第69期
平成29年4月1日

▼
平成30年3月31日

当 期 未 処 分 剰 余 金
剰 余 金 処 分 額

普通出資に対する配当金
利 益 準 備 金

（ 配 当 率 ・ 年 ）
特 別 積 立 金

繰 越 金（ 当 期 末 残 高 ）

298,784 
125,137 

10,470 
14,666 

（3.0%）
100,000 
173,647 

502,478 
327,768 

8,628 
19,140 

（4.0％）
300,000 
174,710 

第68期
平成28年4月1日

▼
平成29年3月31日

（単位：千円）

第69期
平成29年4月1日

▼
平成30年3月31日

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 業 務 収 益
国 債 等 債 券 売 却 益
そ の 他 の 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

償 却 債 権 取 立 益
株 式 等 売 却 益
金 銭 の 信 託 運 用 益
そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用

預 金 利 息
給付補填備金繰入額
借 用 金 利 息

役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

そ の 他 の 業 務 費 用
国 債 等 債 券 償 還 損
国 債 等 債 券 売 却 損

経 費
人 件 費
物 件 費
税 金

そ の 他 経 常 費 用

株 式 等 売 却 損
貸 出 金 償 却
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 資 産 償 却
そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益

2,029,434
1,745,201

923,115
45,020

749,170
27,895

155,464
98,508
56,956
35,080
26,079
9,001

93,688
－

707
58,916
27,324
6,739

1,873,762
53,683
52,520
1,162

－
124,797

32,277
92,519

634
465

－
169

1,396,616
886,816
486,804
22,996

298,029
247,993

1,690
37,150
1,109

10,085
155,672

2,278,087
1,870,998
1,009,539

42,498
795,639
23,321

157,152
99,146
58,006
40,221
36,708
3,512

209,714
121,414

665
48,312
15,319
24,002

1,878,682
71,889
70,172
1,283

433
119,168

32,172
86,996

215,368
2,694

212,556
117

1,438,443
938,260
476,802
23,379
33,812

－
2,147

13,759
809

17,096
399,405
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平成28年4月1日

▼
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（単位：千円）

第69期
平成29年4月1日

▼
平成30年3月31日

特 別 利 益

減 損 損 失
そ の 他 の 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税、 住 民 税 及び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ）
当 期 未 処 分 剰 余 金

固 定 資 産 処 分 益
特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

第68期
平成28年4月1日

▼
平成29年3月31日

（注）1. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
（注）2. 出資1口当たりの当期純利益金額  126円63銭
（注）3. 減損損失

区分
遊休資産

地域
岩手県奥州市内

主な用途
遊休資産1か所

種類
土地

減損損失
1,229千円

55
55

1,687
457

1,229
－

154,040
4,341

25,624
29,965

124,074
174,710
298,784

90
90

2,593
1,005
1,580

7
396,901
42,824
40,965
83,790

313,111
189,367
502,478

用途の変更及び地価の下落等により、以下の資産について帳簿価格を回収
可能額まで減額し、当該減少額1,229千円を減損損失として特別損失に計
上しております。

当該資産の回収可能額は、正味売却価格により測定しており、路線価等を
合理的に調整した価額に基づき算定しております。

剰余金処分計算書

損益計算書

会計監査

平成29年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書（以下「財務諸表」という。）の適正性、及び財務諸表作
成に係る内部監査の有効性を確認しております。

　当金庫の貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計 
算書は、信用金庫法第38条の2第3項の規定に基づき、 
北光監査法人の監査を受けております。 

平成 30年 6月 18日
　　水沢信用金庫　理事長 及 川　和 男
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注26．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

注27．当事業年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株 式 495
1,212

999
―

212
156

1,864

58
3
0

―
3

22
84

37
―
―
―
―
0

37

債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
合 計

注29．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がな
い限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、5,787百万円であります。このうち
契約残存期間が１年以内のものが2,738百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに
影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込
みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証
券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、
与信保全上の措置等を講じております。

注30．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

注28．運用目的の金銭の信託 （単位：百万円）
貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた評価差額

運 用 目 的 の
金 銭 の 信 託 614 14

繰延税金資産
貸倒引当金 261百万円
減価償却超過額 43
その他有価証券差額金 159
その他 92

繰延税金資産小計 557
評価性引当額 △ 296
繰延税金資産合計 261

繰延税金負債
その他有価証券差額金

繰延税金負債合計 522

繰延税金資産の純額 261百万円

477百万円
前払年金費用 45
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